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「指定特定相談支援」重要事項説明書 

 

本重要事項説明書は、当事業所とサービス利用契約の締結を希望される方に対して、社会福

祉法第 76 条に基づき、当施設の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきた

いことを説明するものです。 
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１．事業者の法人概要について 

名 称 社会福祉法人 赤穂市社会福祉協議会 

所在地 赤穂市中広 267番地 赤穂市総合福祉会館内 １階 

連絡先 電話 0791-42-1397  FAX 0791-45-2444 

代表者 理事長 児 嶋 佳 文 

設立年月 昭和 26年 10月 設立 

事業内容 

訪問介護事業、居宅介護支援事業、居宅介護・同行援護支援事業、 

移動支援事業、相談支援事業、給食サービス、友愛訪問事業、 

心配ごと相談所、ボランティア活動、地域福祉活動、福祉教育活動等 

 

２．事業所の概要 

事業所の種類 指定特定相談支援事業所 

事業の目的 

利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立った適切な計画相

談支援を行い、地域において自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、事業者が利用者に対して必要な障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支

援サービスを適切に提供する事を目的とする。 

事業所の名称 赤穂市社会福祉協議会相談支援事業所 

事業所の所在地 赤穂市中広 267番地  

事業所の連絡先 電話 0791-45-3073  FAX 0791-45-3131 

管理者氏名 近平 健一 

事業所の運営方

針について 

1.利用者等がその有する能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、心身の状況、その置かれている

環境等に応じて、利用者の意志決定の支援に配慮するとともに、そ

の選択に基づき、適切な保健、医療、福祉、就労支援、教育等のサ

ービス（以下「福祉サービス等」という。）が、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行うものとします。 

2.利用者等の意思及び人格を尊重し、常に利用者等の立場に立って、

提供される福祉サービス等が特定の種類又は特定の福祉サービス

等事業を行う者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行うもの

とします。 

3.市町村、福祉サービス等事業を行う者等との連携を図り、地域にお

いて必要な社会資源の改善及び開発に努めるものとします。 

4.上記の他、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関す

る基準」（平成 24年 3月 13日厚生労働省令第 28号）に定める内容

の他、関係法令等を遵守し、指定計画相談支援を実施するものとし

ます。 
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開設年月 平成 30年 10月 1日 

事業所が行なっ

ている他の業務 

居宅介護支援      平成 12年 4月 1日指定  

            指定事業所番号 2874300110 

 

３．通常の事業実施地域 

赤穂市 

 

４．営業時間 

営業日 
月曜日から金曜日までとします。 

（但し、国民の祝日、12月 29日から 1月 3日までを除きます） 

営業時間 午前 8時 30分から午後 5時 15分 

 

５．職員の体制 

 <主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 指定基準 職務の内容 

管理者 1名  1名 
従業者及び業務の一元的管理

及び指揮命令 

相談支援専門員 1名  1名 
・サービス等利用計画の作成 

・利用の申込みに係る調整 

 

 〇医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した、常勤の相談支援専門員１名を配置 

しています。 

 〇精神障がい者の障がい特性および、これに応じた支援技法などに関する研修を修了した、 

  常勤の相談支援専門員１名を配置しています。 

 〇強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した、常勤の相談支援専門員１名を配置

しています。 

 

６．当事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）計画相談支援（サービス等利用計画の作成）（契約書第３条・第４条・第５条参照） 

  相談支援専門員は、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接して利用者の心

身の状況等、利用者が希望する生活や利用者が自立した日常生活を営むことができるよう支

援する上で解決すべき課題等を把握したうえで、適切な保健、医療、福祉、就労支援、教育

等のサービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるように配慮した「サー

ビス等利用計画」を作成します。 

  サービス等利用計画作成後においても、サービス等利用計画の実施状況の把握及び利用者

についての継続的な評価を行い、必要に応じてサービス等利用計画の変更、福祉サービス等

の事業を行う者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うとともに、新たな支給決定、又は
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地域相談支援給付決定に係る申請の勧奨及び必要な援助を行います。 

 

（２）虐待防止のための措置 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、虐待の防止のための対策を検討する

委員会を年 1回以上に開催すると共に、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

虐待の防止のための指針を整備し、従業者に対し虐待の防止のための研修を定期的に実施

し、これらの措置を適切に実施するための担当者を置くものとします。 

事業所は、利用者及びその苦情解決の体制整備、その他、虐待防止のために必要な措置を

講じます。サービス提供中に該当事業所の従業者又は擁護者（利用者の家族等高齢者を現に

擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに地域包括支

援センターへ通報します。 

 

（３）衛生管理 

感染症が発生し又はまん延しないように、次の措置を講じます。感染症の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会を概ね 6 月に 1 回以上開催すると共に、その結果につ

いて従業者に周知徹底を図ります。 

感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

（４）業務継続計画の策定等 

感染症や災害発生時における、利用者に対する継続定期なサービス提供の実施や中断時に

おける早期の業務再開の手順等、非常時における事業継続の方法を定めた業務継続計画を策

定し定期的に見直しを行います。 

従業者に対し、業務継続計画について周知すると共に、必要な研修及び訓練を定期的に実

施します。 

 

（５）利用料金（契約書第７条参照） 

  ①計画相談支援給付費支給対象サービスに係る利用者負担額 

    上記サービスの利用に対しては、事業者が法律の規定に基づいて、市町村から計画相

談等支援給付を受領する場合（法定代理受領）は、自己負担はありません。 

    なお、法定代理受領される金額は以下のとおりです。 
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単価

サービス利用支援費 1,572 単位／月

継続サービス利用支援費 1,308 単位／月

初回加算 300 単位／月

入院時情報連携加算（Ⅰ） 300 単位／月

入院時情報連携加算（Ⅱ） 150 単位／月

退院・退所加算 300 単位／回

居宅介護支援事業所等連携加算 300 150 単位／月

医療・保育・教育機関等連携加算 300 200 150 単位／月

集中支援加算 300 150 単位／月

サービス担当者会議実施加算 100 単位／月

サービス提供時モニタリング加算 100 単位／月

行動障害支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月

行動障害支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月

要医療児者支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月

要医療児者支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月

精神障害者支援体制加算（Ⅰ） 60 単位／月

精神障害者支援体制加算（Ⅱ） 30 単位／月

特別地域加算

サービス
利用料金

 法により
 全額負担
 されます

所算単位数の15％　

若しくは

若しくは 若しくは

若しくは

 

②交通費 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場

合は、サービスの提供に際し、要した交通費の実費をいただきます。 

 

７．損害賠償保険への加入（契約書第 10条参照） 

本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

    保険会社名  ひょうご福祉サービス総合補償制度 

    保険名    居宅サービス事業者・居宅介護支援事業者・居宅支援事業者賠償責任

保険 

  内容詳細についてお知りになりたい場合は、当事業所管理者までご連絡下さい。 

 

８．苦情等の受付について（契約書第 15条参照） 

  お客様からの相談・苦情およびサービス等計画に基づいて提供している各サービスにつき

ましては、赤穂市社会福祉協議会相談支援事業所苦情受付担当者又は第三者委員が受付けて

おります。ご遠慮なくお申し出下さい。 

相談支援サービスの苦情受付窓口 

相談支援事業所苦情受

付窓口 

赤穂市中広 267番地 赤穂市総合福祉会館内 1階 

 電話番号  ０７９１－４２－１３９７ 

 FAX 番号 ０７９１－４５－２４４４ 

第三者委員 

第三者委員連絡窓口 電話番号 ０７９１－４２－１３９７ 
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公的な不服・苦情窓口 

赤穂市社会福祉課 

障がい福祉係 

赤穂市加里屋 81番地 

 電話番号 ０７９１－４３－６８３３ 

兵庫県社会福祉協議会 

福祉サービス運営適正

委員会 

神戸市中央区坂口道 2-1-8 兵庫県福祉センター内 

 電話番号 ０７８－２９１－７０７０ 

 

９．緊急時の対応について（契約書第 9条参照） 

 サービス提供中にお客様に緊急の事態が発生した場合、お客様の主治医または事業者の協力

医療機関（赤穂市民病院）ならびに緊急連絡先に直ちに連絡し、必要な措置を講じます。 

 

10．事故発生時の対応について（契約書第 10 条参照） 

 お客様に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに保険者、お客様の

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

 

  令和   年   月   日 

 

相談支援サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

             事業者 所在地 赤穂市中広 267 番地 

                 名 称 社会福祉法人赤穂市社会福祉協議会 

                 代表者 理事長  児 嶋 佳 文 

             説明者 所 属 社会福祉法人赤穂市社会福祉協議会 

                 氏 名                 印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、相談支援サービスの提供開始に

同意しました。 

利用者 住 所 

                 氏 名                 印 

                 本人との続柄 


